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1-1

 本稿では1940年 代のフィジーにおける協同組合制度の導入初期の状況 を素材 として,開 発す

る側 とされる側の双方の関係の在 り方の一側面について明らかに していきたい。人類学におけ

る経済発展/開 発(以 下では,開 発と表記する)研 究において,開 発 と文化 という問題設定は

一般的な ものであるといえる。なぜなら,第 一に,「経済開発 とは,技 術や知識だけでな く,そ

の背景にある思想や価値などを巻 き込んだ大 きなまとまりとしてもた らされる」｣[岡本1996:5]

ため,多 くの場合開発する側である先進国で通用 している技術や知識が,開 発される側の諸社

会 に脱文脈化 されて移植できるかどうかは一概 に言えないか らである。そこに通文化的な比較

について議論する余地が生 まれるといえよう。

 開発をめ ぐるこの通文化的問題 を開発す る主体の側の意識 に照準 を合わせてみれば,開 発さ

れる側の人々である｢『彼らには固有かつ独 自な歴史 と意向がある』とい う文化相対主義的倫理

と 『彼 らの生活水準 を引 き上げて救済する』 という進化主義的欲求の奇妙 なブレン ド｣[棚 橋

1997:105]を 見出すことができる。近年,住 民参加型の開発などローカルな社会の意向を組 み

込んだ開発に着 目を浴びているのは[関 根2001;子 島2002],こ うした文化相対主義的倫理 と進

化主義的欲求の齟齬 に無 自覚ではいられない,開 発する側の主体の分裂を表 しているか らであ

ろう。
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 では,開 発される側からは以上 の問題 はどう捉えられるのであろうか。開発をされる側 とし

ては,政 治経済的な力学のなかで受け身的な立場から自己を形成せ ざるを得ない位置に置かれ

ているといえよう。プルデューの前資本主義社会が資本主義化 される過程のメカニズムに関す

る以下の ような見解は,開 発 とい う現象にも当てはまると思われる。彼によると,資 本主義の

発展の結果生み出された経済組織 はそれ自体の「 自律的に作動す るシステム」 となっているた

め,そ れが滞 りな く作動 し続けるためには,各 人に対 して,｢あ る特定の類型の実践 と経済的性

向｣を 身につけるよう求めるという[プ ルデュー1993:13-14]。 経済 システムとそれを下支えす

る性向が同時並行的に進化 した ような先進国の諸社会ではな く,植 民地経済を極端な事例 とす

るような従属的な経済的状況においては,人 々は資本主義 によって生み出 されたシステムを「機

械的で,受 動的な適応」 によるのではな く,こ れまでの生活で培ってきた「伝統的な性向」 の

もと「自ら創意,工 夫」することによって適応 を試みることになるのである[プ ルデュー1993:

9-19]。

 本稿の主題である開発に関連 させて,換 言すると以下のようになる。フィジーにおいて先住

系社会の開発が問題になった際,協 同組合 という経済 システムが着 目を浴びた。なぜなら,協

同組合はすでに出来上がったシステムであるが,フ ィジー人に備わる「伝統的な性向」 と齟齬

が少ないと時の政府やフィジー人自身からも想定されていたからである。 しか し,以 下でみて

いくように,実 際の導入過程 を検討す ると,若 干複雑な事態が明らかとなってい く。そこで,

本稿では,開 発する主体(政 府)と 開発 される側の人々(フ ィジー人,イ ン ド人な どの一般人)

双方の経済組織に対する理解 に焦点を当てて,協 同組合導入過程にあらわれて くる両者の思惑

と実際の帰結 とのズレに着 目したい。いわば,開 発 という現象を事例にした,両 者の絡み合い

の関係が分析の俎上に乗せ られてい くことになる。

 次節において,本 稿の対象であるフィジーに関 して,先 住民の経済開発問題に焦点を当てつ

つ整理する。2章,3章 で,協 同組合の導入にまつわる経緯について,開 発す る主題である政

府側の意向,開 発される側であるフィジーで生活 していた人々の理解に着 目して記述 ・分析 し

てい く。そ して最後 に,「フィジー人に適 した開発｣と は何かという問題に関す る両者の理解の

違いに,協 同組合導入初期 に起 きた混乱は起因 していることを考察する。

1-2 フィジー人と経済開発

 フ ィジーの現在の経済体制になった起源は植民地時代にまでさかのぼる。 フィジーは1874年

大英帝国下の一植民地 となった。フィジーの初代総督アーサー・ゴー ドン(Arthur Gordon)(在

任期間1875年 一1880年)は,ニ ュージーラン ド・マオリのおかれた惨状を目の当た りにしてい

たことか ら,フ ィジーにおいて植民地統治を布 くにあたり,先 住民であるフィジー人に対する

手厚い保護政策を積極的に推進 した。この政策の もとで,プ ランテーション労働に従事するこ

とか ら免れたフィジー人は,他 方で,出 身村落で自給 自足的な生活を送ることが推奨 された。
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また,ゴ ー ドンは保護政策の一環 として,フ ィジーにおける土地の売買 も規制 したため,フ ィ

ジー人は地主 として国土の83%以 上の土地 を所有することになった。

 しか し,同 時に植民地 としてのフィジーは,独 自の経済的基盤を確立 ・安定化する必要に迫

られていた。インド人契約労働移民のサ トウキビ ・プ ランテーションへの導入策は,植 民地内

の労働力不足を解消するとともに,植 民地の安定 した財源を確保することを目的 としていた。

原住民であるフィジー人保護政策のいわば陰画として,植 民地経済を支 える労働力としてのイ

ンド人の存在が必要 とされたわけである。こうして,現 在 にいたるフィジーの経済構造が成立

したわけであるが,フ ィジー人を農村生活に囲い込む政策は,彼 らが開発の恩恵から取 り残さ

れる負の側面を持って もいた。

 ただしフィジー社会は市場経済 とまったく無縁のまま放置されていたわけで もない。政策上

の問題点は植民地時代の比較的早 い時期か ら意識 されてお り,改 善策 も逐次試み られた。たと

えば,植 民地化されてまもな く短期間(1905年 一1912年)で あったが,イ ム・サーン(im Thurn)

総督(在 任期間1904年 一1911年)の 意向の もと,フ ィジー人の土地 を西洋人入植者に売却す る

経済政策が模索 された[Spate 1959:16]。 しか し,イ ギ リス本国でスタ ンモア男爵(Baron

Stanmore)に 栄転 していた初代総督ゴー ドンの横槍で彼の政策が頓挫 して以降,フ ィジー社会

の開発問題に対 しては,統 治者側がフィジー社会の特徴 と考えた制度を保護 し,こ の制度を通

じて開発を徐々に浸透 させてい く方針が とられた。原住民の社会 を破壊 しかねない と政府に

よって判断 されていたフィジー人所有 にあたる共有地の売却は,こ の枠組みのなかでは考察の

外におかれた。 そこで,1945年 から58年 にかけて,植 民地政府 は,フ ィジー人村落 を共同的

(communal)な 枠組みで構成されているとして捉え,こ の枠組みを利用 した,政 府主導の「労
              (1)
働プログラム(program of work)｣に 基づ く経済的発展 を構想 していた[Lasaqa 1984:98-103]。

 このように,フ ィジーにおける植民地政策をより広い流れのなかで眺めてみると,原 住民で

あるフィジー人を保護 しつつ も,徐 々に資本主義市場経済 に適応させ るための もので もあった

ことが分かる。本稿では,そ うした手段の代表的な例 として協同組合に着 目して,そ の導入過

程について考察を加 えていきたい。協同組合は,19世 紀半ばイギ リスのロバー一・・一ト・オーエンや

ロッジデールの組合活動までさかのぽる歴史を有 してお り,そ もそ も経済的弱者が経済活動の

共同化 を通 じて大規模資本に抵抗 するために設立 された組織 の一形態であった[中 川 ・松村

1985;バ ーチャル1997]。 こう した協同組合の性質は,オ セアニア諸社会で も注 目を浴びていた。

たとえば,人 類学者 レイモン ド・ファースは,西 洋経済へ参入する際に協同組合的組織が果た

しうる肯定的な役割について言及 している[Firth 1964:198-199]。 この ように有望視 された制度

の導入をめ ぐる思惑のすれ違いとその帰結は分析 に値 しよう。

 フィジーにおいて協同組合活動が本格的に始動す るのは,協 同組合に関する法律が制定 され

た1947年 以降のことである。それ以前にも会社法令(Companies'Ordinance)の 枠内で特定の
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集団を形成,活 動 していた者や,あ るいは自然成長的に形成された互助組織 の類 は存在 してい

たが,経 済的必要性 を目的 として協同組合活動が政府から積極的にあとお しされだすのはこの

頃であったといえる。

 そこで,以 下では,協 同組合の導入過程 について1947年 を境 として検討 してい くことに した

い。分析に際 しては,近 代的制度を受け入れる現地社会 という一方向的な視点か らの分析 に留

まらず,受 け入れる側の動 きも着 目す ることで両者の相互の関係について も考察に取 り込んで

い くこととしたい。

2 協同組合の導入以前(1947年 まで)

1)制 度 的側 面

 フ ィジー において協 同組合 制度の導 入が最初 に検 討 の俎 上 に載せ られ たの は,1931年3月 の

ことで あった[Parham 1947:3;Knapman 1975:11]。 事 後 的な視点 か ら興 味深 く思 われ るのは,

協 同組合が そ もそ もイン ド人向 きの制度 とみ な され ていた節が あ る点で ある。 た とえば,1931

年3月 の時点 で,立 法 議会 は,農 業従事者 に対 す る信 用施 設(credit facilities)の 設 立 に関す る

話 し合 いを もった。 この動 きは協 同組合 を先取 りす る,農 民の生活環境 の向上 を目指 した試 み

であ ったが,イ ン ド人担 当省局(Secretary for Indian Affairs)が 報 告書 まで作成 してい た。

のみな らず コ ロニアル 製糖 会社一 先述 した ように,サ トウ キ ビ農 家 はイン ド人で 占め られ てい

地図1 フ ィジー諸島[Thomson 1999]よ り作成
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た一 が,サ トウキビ生産 者銀行(Cane Growers'Bank)の 設 立 において政府 と協 力す る選択 肢

な どが検討 されて もいた[Parham 1947:3]。 同 年6月「 農民 の あいだの倹約,自 助」 を目的 と

す る協同組 合設 置のための委 員会 が結成 されたが,そ の委員 には,農 業 省の委員長,イ ン ド人

省長官の他 に,イ ン ド人学校検査 官(Inspector of lndian School)も 含 まれ るな ど,や は りイ

ン ド人側 に偏 重 した役 員構 成 を示 していた。 もっ と も,協 同組合 導入 に関 して,他 の民 族が無

視 されて いたわ けで はな く,特 別 な訓練 を受 けた登録 官(registrar)の も とで,1931年8月 か ら

           (2)
ゾ ロ・ウ ェス ト(Colo West)と ナ ンロガ(Nadroga)に お いてフ ィジー農業 計画(Fiji Agricu1・

tural Schemes)が 開始 され て もいた[Parham 1947:3]。 この シ ェーマ が,イ ン ド人人 口が過少

なヴ ィテ ィレヴ島の高地 を施 行対象 と してい るこ とな どか ら,協 同組 合 を導 入す るに際 して,

対 象 とされたの は必 ず しもイ ン ド人 のみで なか った と推 測 で きる。

 協 同組合 設置の ための委員会 は,最 終 的 に12月15日 に 報告 書 を提 出 した。 そこでは,小 規模

生産者の運動 を協同組合 的組織(co-operative organizations)へ 発 展 させ るこ とが奨励 された

[Parham 1947:3]。 ところが予想 に反 して,費 用捻 出の問題 の ほかに,イ ン ド人社 会の もつ個 人

主義的な側 面は,人 々が と もにな って働 く協同組 合の制 度 とそ りが あわない こ とを理由 に,イ

ン ド人省が協同組合制度 の導入 に反対 した。 そのため,協 同組合 の制度 の導 入 はいったん滞 る

こ とになった。その後 も,1937年 立 法議 会 において銀行 や信用貸 しを 目的 とす る組合(co-opera・

tive credit)の 設立 が検 討 され た りしたが,時 期 尚早 と して見 送 られ て いる[Parham 1947:3]。

 以 上の展 開 か ら,協 同組合 の導 入(あ るい はその見送 り)を め ぐる協議 が,そ の最初 期 にお

いてはフ ィジー におけ るイン ド人側の事情 を もっぱ ら考慮 して行 われ ていた こ とが見 て取れ る。

ただ しフィジー人 に対 す る協 同組 合の導入 が無視 され ていたわ けでは ない。 た とえば,1939年

3月 には,協 同組合 とい う活動形 態に対す るフィ ジー人 の反 応 を観 察す るため と して,選 定地

域に,少 な くとも3つ の小規模 な倹約 ・信用貸 しを 目的 とす る協 同組合(co・operative Thrift

and Credit Societies)を 試 験的 に形 成 す るこ とが農業省 か ら提案 され ていた。 また,同 年8月

か らは既存 の協同組合 的集 団一 ここではネ イテ ィヴ ・クラブ(native"club")と 表 現 されて い

る一 のメ ンバ ーに対 して,12ヶ 月 にわた り助言や援 助が な され て もいた。 この援 助 は,第 二次

世界大戦 の開始 を契機 に休止 す る まで6年 のあいだ続 け られ た[Parham 1947:3;cL Knapman

1975:11]。

 この ように,協 同組合の導 入 は,1931年 あ た りか ら断続 的 に話題 とされて きたが,具 体 的な

法 制化 は,い まだ足踏 み状態 で あった とい える。1944年8月 には,植 民地 総督の フ ィ リップ ・

ミッチェル卿(Sir Philip Mitche11)(在 任 期 間1941年 一1945年)の 手 に よって｢小 規模 生産 者

によるマー ケテ ィングの組織 化 のための メモ ランダム｣が 作成 され,こ の件 は1945年 初 頭 に も

あらためて考慮 されて はいた。しか し,協 同組 合 の導 入へ 向 けた法 制化 が具 体化す るの は,1946

年 を待たね ばな らなか った[Parham 1947:3]。
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 1946年4月 に,｢他 の植 民地 にお ける同様 な法令 を調査検 討 した うえで,ど の ような条項 が,

フ ィジー における協 同組合(Co-operative Societies)の 設 立 を扱 う議 案 に含 まれ るべ きか助言

をす る｣と い う委託事項 を もつ委 員会 が任 命 され た。 同委員会 の もと,フ ィジー におけ る協同

組合活動 に影響 を及 ぼす こ とが予 期 され るローカル な条 件や慣 習 を考慮 して作成 された報 告書

が,1946年11月13日 に提 出 され た。 こ う して協 同組合 の制度化 に向 けた礎 が固め られた とい え

る[Parham 1947:4]。 そ の際,ロ ン ドンの植民地 省(Colonia10ffice)に よ って作 られた法 令

に基づ いて,協 同組合 の導 入 と法 制化 が考慮 され た とい う[Knapman 1975:11]。

2)人 々 の動 き一 結 社 ・社会 運動 の存在

 前 節 では,協 同組合 が導 入すべ き制度 と して植 民地政府 に認知 され,法 律 の うえで も整備 さ

れて い く過程 を記 述 した。 本節 で は,同 時代 に以上 の よ うな政府 の思惑 とは別 の次元 で,制 度

の受 け皿 とな る人 々が,い か に経済 活動 のため の組織 を形 成 していたのか を検討 してい きたい。

事 実,協 同組合 とい う枠組 み を通 じて制度 化 され た組織 では ない ものの,経 済的 な互 助活動 を

行 う組織 は,す でに数多 く存在 してい た。 以下 では,ヨ ー ロッパ人,イ ン ド人 の手 による,い

わば協 同組合的組織 を概 観 した後 に,フ ィジー人 に よる同種 の組織 的活動 につ いてみ てい く。

 1947年 以 前 に存在 した ヨー ロ ッパ 人 に よる協同組 合的組織 に レワ・デ イ リー(Rewa Co・oper・

ative Dairy Company Limited)が あ った。これが ヨー ロ ッパ 人の手 に よる唯一 の協同組合的な

                                       (3)

組 織 であった とされ る。1923年7月6日,23人 の 創 設メ ンバ ーの もと,バ ターや ギー(ghee)

を製 造 目的 とす る酪農業 者 が集 まって設立 され,会 社法 令 の もとで登録 され ていた。1947年 の

時 点で,47人 の メ ンバ ー を抱 え,ビ ジネ ス と して うま く確立 し,効 率 よ く経営 された会社 であっ

た とい う[Parham 1947:4]。

 一 方,イ ン ド人 は,組 織 的 な活動 と して,労 働組 合 を形 成 していた。具体的 には,キ サ ン ・

サ ン(Kisan Sang)と い うサ トウキ ビ生産者 の労働 組合 が結成 されて いた。この組合 は1938年

に,ナ ンデ ィ,ラ ウ トカ(Lautoka),シ ガ トカ にて農 家 の集 会が 開かれた ことを契機 に結成 さ

れ た。 目的 は,耕 作者 の地位 の向上 と,農 家の一体化 にあ った。政 治的集団で もあ ったが,協

同組合 的 な店 舗 を産業組織 法令(Industrial Associations Ordinance)の も とで登録 した うえ
              (4)

で,経 営 していた[Parham 1947:7]。

 他 方,ヨ ー ロ ッパ人 が ビジネス,イ ン ド人が サ トウキ ビ農 家 を中心 とす る労働組合 とい う棲

み分 け され た形 で成長 した協 同組 合的組織 は,フ ィジー人の あいだで は,多 様 な,あ るい は拡

散 した展 開 をみせ て いた。 これは,入 植 者 としてフ ィジー に到来 した ヨーロ ッパ人,労 働 者 と

して移入 され たイ ン ド人 に比 して,フ ィジー人 は経 済的,社 会 的な条件 の点 で よ り多様 で あ っ

た し,ま た,フ ィジー各地 に散在 してい るこ とを反映 して生態学 的 に も多様 な環境 にお いて生

活 して いた結果 で もあろ う。

 遅 くとも1939年 以 前 には,単 純 な協 同組合的 な原理 に従 い活 動 を行 う,フ ィジー人の 手に よ
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る組織の存在 が確 認 されて いる。 この時 点では,ク ラブ(club)や 協 会(association)な ど さ

まざまな名称 で呼 ばれ てお り,1938年 に結成 されたナ ウ ソ リ協 同マ ーケテ ィング協 会(Nausori

Co-operative Marketing Association)を 唯 一 の例外 として,す べ て政府 とは無関係 で,法 制上

の 保護 も受 けて い なか った組 織 で あ った。地 域 的 に も,ナ ン ロガ ・ナ ヴ ォサ 地 方 のベ マ ナ

(Bemana)と ガ リマ レ(Qalimare)に お け る農業 とマ ーケテ ィング組織,ラ 地 方の ドンブイ

レヴ(Dobuilevu)の 農 家 による信 用組合,タ イ レヴ地 方 にてバ ナナ の生 産 とカヴ ァ(kava)・

  (5)

サ ロ ンを開 いていた ワイ ンブ ラ・マ ーケテ ィ ング協会(Waibula Marketing Association)な ど

が[Parham 1947:6],フ ィ ジー各地 にひ ろ く存在 した。 こ とに タイ レヴ(Tailevu)地 方 ダク

(Daku)で は,村 落 が協 同組合 の単位(co-operative unit)を 形 成 した例 もあった。ダクで は

村 落単位が,村 落 内の改善,家 屋 の建 造 をは じめ,マ ング ローブ か ら集 めた薪 を軍隊 に供 給す
                   (6)

る活 動 な どに従事 して いた[Parham 1947:4,7]。

 そ れ以外 に も,協 同組合的 な要素 を活 動の一部 に含 む社 会運 動 もあ った。 こ う した運動 のな

                               (7)
か で一番著名 な ものは,ヴ ィテ ィ・カ ンバ ニ(Viti Kabani)運 動 であろ う。協 同組合 導入 の最

初期 に代 理登録吏 を勤 めて いたパ ーハ ムは,こ うした人 々の動 き も協 同組合の前 史 と して歴 史

の記述 に組 み込んでい る。 ただ し,指 導者 ア ポロシ・ラナ ワイ を中心 と した この運動 は,「 フ ィ

ジー人 のためのフ ィジー人 に よる ビジネス とい う名 目の もとに,彼(ア ポ ロシの こと)は,い

わゆ る株主 か ら会費 を集 め,そ の資金 を 自分 の ためや,さ まざ まな疑似 宗教的,政 治的計画 の

費用 に間 に合 わせ るために利 用 した｣と,手 厳 しい評価 を下 され て いた[Parham 1947:5]。

3 協同組合の導入過程(1947年 以降)

1)制 度 的側面

 そ れでは フ ィジー にお ける協 同組合 が制度化 され て以 降,ど の ような展 開 をた どったのか,

具 体 的にみ ていきたい。 フ ィジー におけ る協 同組合 活動 関連法 案が整備 されたの は,1947年3

月,フ ィジー協同組合法令(Fiji Co-operative Societies Ordinance)が 成 立 してか らで ある

[Knapman 1975:11]。 こ の法 令の もと,協 同組合部 局(Co-operative Societies Department)の

指 導 と監督 を通 じて,協 同組合及 び協 同組 合的組織 の拡大 と改 善 を試 み る とともに,フ ィジー

に見合 ったあ らた な協 同組 合活動 を発展 させ るこ とが腐心 され た。 また,組 合運 営 を担 う人材

養 成 と同時 に,ひ ろ く人々 に経 済 や近代 的商業 活動方法 を教 育す るこ とが試 み られ た[Nand

1969:41]。

 興 味深 いの は,1947年 以 前 までの協 同組合導 入 をめ ぐる議論 とは異 な り,協 同組合 制度の対

象 と して考慮 され たのは,む しろ フ ィジー人 であ った とい うこ とであ る。 フ ィジー人へ と焦点

がずれた背景 には,フ ィジー人の経済 的状況 に関す る問題 意識 が潜在 していた といえる。 た と

えば,1950年 に フ ィジーの高位 首長 で構 成 され る大首 長会議 にて,フ ィジー人が最 近 まで各 人
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の 必要 を満 たす だけで,生 産物 をマ ーケテ ィングす る手段 を持 たない身分 に 自足 して きたこ と,

そ して生産 物 を店舗 の財や現金 と物 々交換す るこ とで,自 分 たちの労働の成果 を他の人が 享受

す るの を見 守 って きただ けで あ るこ とが問題 視 されて いた[cf。 Knapman 1975:12]。 経 済的 な状

況 として憂 慮 され るべ きは,サ トウキ ビ生 産者 と しての足場 を固め つつ あるイ ン ド人 ではな く,

主 として 自給 自足的生 活 を営 んで いるフ ィジー人 の側 で あ るというわけで あ る。

 フ ィジー人の経済 的な背景以外 に も,協 同組合 とフ ィジー社 会の社 会組織上 の類似点(で あ

ると植民地政 府か ら想 定 され た)か ら,協 同組 合 はフ ィジー社 会 を壊 す こ とな く,経 済的生活

水 準 を向上 して い く方策 と して注 目を浴 びてい った節が あ る[cf. Young 1984:4-6]。 以 下 で検 討

してい くように,実 際,協 同組合 の導入 は,フ ィジー人 を対 象 に した活動 とい う性 質 を強 く打

ち出 して い くことにな る。た とえば,プ ライァ ン・フ リース トン(Brian Freeston)総 督(在 任

期 間1948年 一1952年)は,1948年 フ ィジー人 の高位 首長 で構 成 され る大首長会議 の場 で,協 同

組合 はフ ィジー人向 きの制度で あ るとの考 え を公表 して い る。 フ ィジー人 は「 本能的 に協 同す

る個 人｣で あ り,そ う した彼 らに とって協 同組合 とは「 フ ィジー人の共 同的行動様式(Fijian

communal method of doing the things)の 現 代 的適 応で あ るとさえ言い得 る もの ではなかろ う

か」[LC 1949:14]と 太 鼓判 を押 してい る。時 の農業 官 も同年 に,「 適切 な指導 と助力 を授 けれ ば,

そ れ(協 同組合 の こ と)は,フ ィジー人の社会 的経済 的構造 とうま く噛 み合 うこ とが可能で あ

ろ う」[LC 1949:14]と 述 べ た。さらに時代 が下 るが,協 同組 合が 実際 に導入 されてか ら も,フ ィ

ジー人の社会構 造 という ものは,あ らた な哲学 や道徳 的規範(standard)と の接触 に もかかわ

らず,お 互 いの ため に働 くとい う人種 と しての伝統(mutually co・operative traditions of the

race)を 根 に持 ち,そ の伝統 に育 まれ続 けてい る とまで,協 同組 合局 は指摘 した[LC 1951:6]。

 つ ま り,協 同組 合方式 が植民地政 府側 に着 目 され た理 由 ひ とつは,組 合的(co-operative)活

動 とい う ものが フ ィジー社会 の特徴 であ る｢共 同性(communa1)｣一 上 の引用 文か らあ きらか

な ように,人 々が一体 とな って働 くとい うことを意 味 してい る と思 われ る一 と親 和性 が あると

政府側 に認識 され た点 にあった。別 言す る と,組 合 とい う経 路 を通 じて土着 的な制度 を活 用す

れ ば,上 か ら発展 の あ り方 を押 しつ け るこ とのな い,自 生 的 な経済 成長が期待 され ていた とい

える。具 体 的政策 に も,フ ィジー人 を重視 して いた姿勢 は反 映 されて いた。 た とえば,協 同組

合の考 え方 を普及 させ るため,協 同組 合関連 の法令 が1947年 の 段 階で フ ィジー語 に翻訳 され頒

布 されて いたが,ヒ ンデ ィー語や その他 の言語 では作成す らされてい なか った[LC 1949]。

 重 要 な こ とは,協 同組合 の組織形 態 にフ ィジー人の伝統 的 な共 同的労働 の あ り方 との類似点

を看取 す る植 民地政 府 の発想 は,フ ィジー人側 に も積極 的 に受 け入れ られて いったこ とで ある。

1950年 代 の フ ィジー人 を代表 した政 治家 ラ トゥ ・ス クナ も,原 住 民の経済 的向上 を 目的 と した

協 同組 合 の導 入 に肯 定 的で あった し[LC 1949:14;Spate 1959:55-59],以 下 にみ てい くように農

村 で生 活 して いた平民層 の フ ィジー人 に も,協 同組合 が熱狂 的 に迎 え入れ られ てい った様 を伺
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表1

年度 総数

分野ごとの協同組合数

消費者/
流通

消費者 流通 倹約/信用貸 し
土地購入/
住宅供給

放牧/酪 農 漁業 その他

1948 25 『 1 23 一 一 一 一 1

1949 27 一 2 24 一 一 一 一 1

1950 29 一 2 24 『 一 一 一 3

1951 23 一 2 18 一 一 一 一 3

1952 37
一 2 29 一 一 一 一 6

1953 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1954 55 35 8 一 1 一 一 一 11

1955 57 35 9 一 1 } 一 一 12

1956 65 35 19 『 1 一 一 一 10

1957 76 40 25
一 1 一 一 一 10

1958 78 46 26 一 1 1 1 一 3

1959 87 41 37 一 1 3 2 一 3

1960 90 40 35
一 2 6 3 一 4

1961 98 41 39 一 3 7 3 一 5

1962 111 43 39 1 3 8 3 一 6

1963 132 37 27 8 39 12 3 一 6

1964 162 35 23 13 69 12 4 一 6

1965 191 36 19 52 59 13 4 一 7

1966 199 36 19 56 60 18 4 一 7

1967 241 59 21 63 60 22 8 一 8

1968 273 63 24 69 83 23 6 一 4

1969 440 157 47 72 116 29 7
一 12

1970 655 244 150 73 128 32 13 一 15

1971 738 284 189 70 134 35 14 1 11

1972 837 319 221 16 126 42 4
一 109

1973 952 320 450 1 142 28 6 一 5

1974 1002 375 430 5 147 32 8 1 4

1975 1037 533 185 62 183 37 16 6 12

1976 1080 550 196 62 192 39 16 7 18

1977 1118 568 201 62 197 44 16 8 22

1978 1154 582 207 62 200 44 16 9 34

1979 1179 594 209 62 202 46 17 9 40

1980 1211 602 214 65 203 53 19 11 44

1981 1207 597 212 66 201 54 21 11 45

1982 1208 598 210 67 196 57 22 11 47

1983 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1984 1207 447 347 86 181 42 38 10 56

1985 1203 412 377 83 181 43 38 12 57

1986 1048 365 315 53 173 64 25 9 44

1987 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1988 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1989 一 一 一 一 『 一 一 一 一

1990 1014 334 284 82 161 70 25 8 50

1991 } 一 } }
一 一 一 } 一

1992 946 313 263 80 149 69 24 8 40

1993 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1994 924 306 252 78 143 66 24 8 47

(LCの1948年 か ら1966年, PFの1971年 か ら1991年,及 びDC 1992年,1994年 の デ ー タ よ り作 成)
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表2 民族別協同組合数

年度 総数

民族ごとの協同組合数

ブ イ ジ ー

  人
イン ド人

ヨ ー ロ ツノぐ

   人

ロ トゥ マ

  人

ギルバー ト
   人

エ リ ス

  島民
華人 多民族

1948 25 24 1 『 一 一 一 一 一

1949 27 24 2 一 一 一 一 1 一

1950 29 26 2 一 一 一 一 1 一

1951 23 31 1 一 一 一 一 一 一

1952 37 31 6 一 一 一 一 一 一

1953 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1954 55 40 12 2 一 一 一 一 1

1955 57 42 11 2 一 一 一 一 2

1956 65 44 10 2 6 一 一 一 3

1957 76 43 11 2 9 5 一 一 6

1958 78 51 5 2 9 5 一 一 6

1959 87 50 12 2 11 6 一 1 5

1960 90 50 13 2 11 6
一 1 7

1961 98 54 16 1 11 6 1 1 8

1962 111 54 25 1 12 6 1 1 11

1963 132 64 38
一 5 3 2 1 19

1964 162 90 42 一 5 3 2 1 19

1965 191 118 47 一 5 2 1 1 17

1966 199 118 59 一 3 1 1 1 17

1967 241 150 68
一 3 1 1 1 18

 (LC 1948年 か らLC 1966年 及びPF 1971年 のデ ータ よ り作成)

う こ と が で き る[LC 1950:2]。

                       (8)

 実際,協 同組合の数は順調 に増加 していったし(表1参 照),統 計的なデータをみると,協 同
                                   (9)
組合の加入者がフィジー人に偏っている傾向を明瞭に見て取ることができる(表2参 照)。

 民族別データとして公開されているのは1948年 度か ら1967年 度までであるが,こ の期間だけ

で も,協 同組合制度がフィジー人のために導入 されてきた という事実,及 びフィジー人に熱狂

的に受け入れ られていった という報告書の言述 とあ きらかな一致を示 している。1948年 度か ら

は じめの数年にかけてのほぼすべての協同組合は,フ ィジー人によって運営 されていた。その

後,イ ン ド人,ヨ ーロッパ人,華 人,そ の他の太平洋諸島民(ロ トゥマ人,ギ ルバー ト人,エ
               (10)
リス島民)な どが参入 しは じめても,全 協同組合数のつねに過半数はフィジー人が運営する協

同組合で占め られた。

 さらに未登録の協同組合数をみると,フ ィジー人偏重 という以上の傾向がさらに明瞭に浮か
         (11)
び上がって くる(表3参 照)。未登録の協同組合 とは,協 同組合のなかでも協同組合局によって

正規の登録をされていないカテゴリーを指す。ただ し,将 来登録 された協同組合にな り得る潜
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表3 民族別未登録の協同組合数

年度 総数

民族ごとの未登録協同組合数
1

ブイジー
  人

インド人
ヨー ロ ツノぐ

 人

ロ トゥマ

 人

ギルバー ト

  人

エ リ ス

 島民
華人 多民族

1960 64

■

   一 一 一 一 一 一 一 一

1961 75 70 一 一 3 一 一 一 2

1962 65

1

   60 一 一 3 一 1 一 1

1963 49

1

   48 一 一 一 一 一 一 1

1964 65

1

   一 一 一 一 一 一 一 一

1965 188 186 一 一 一 一 一 一 2

1966 285

1

  283 一 一 一 一 一 一 2

1967 316
1
  316 一 一 一 } 一 一 一

(LC 1960年 か らLC 1966年 及びPF 1971年 のデータ よリ作成)

在的候補 として,政 府から援助 ・助言 を得ることがあった集団である。非公式 とはいえ,政 府

の統計に補足される程度には配慮 されていたとい う意味で,こ れまで協同組合的集団 と述べて

きた協同組合が制度化 される以前か ら存在 してきた,自 発的に経済的活動を組織 して きた集団

とカテゴリーを別にしている。

 未登録協同組合数に関するデータは1960年 度か ら1967年 度 まで しか公開されていない。 この

限 られた期間のデータからも,ロ トゥマ人,エ リス島民及び多民族で構成され る例 もいくつか

みつけることはで きるが,未 登録協同組合のほぼすべてはフィジー人の手によるものであるこ

とが分かる。

 1959年度 までの未登録協同組合については,民 族の区分が同定されていない。報告文書内に

まれに記載 された数字をたどると以下のようになる。1950年度 には46件[LC 1950],1951年 度 に

は,48件 の未登録協同組合が存在 した[LC 1951]。1955年 度には30か ら117件 に及ぷ未登録協同

組合が政府から何 らかの補助を得ていた[LC 1955]。1956年 度 には83集 団[LC 1956],1957年 度

には96集団が協同組合に向けての萌芽的な組織 と認定され[LC 1957],1958年 度には82の 未登録

協同組合が存在 していたという期[LC 1958]。それぞれどの民族によって構成 された協同組合で

あったのか不明だが,表2で み られた傾向から推測する限 り,そ の多 くはフィジー人の組合で

あった蓋然性が高いと思われる。つまり,フ ィジーにおける協同組合は,そ の制度的枠組みが

フィジー社会の特性 と相同性が高いため,有 効に機能するであろうという政府側 の意向によっ

て積極的に進め られた ものであった。 と同時 に,フ ィジー人の側 も政府側の意向を受け入れ,

積極的に協同組合の制度を摂取 してい く傾向が見受けられたのである。

2)人 々の動 き一 ナンロガ ・ナヴォサ協同組合の事例

以下では,1947年 以降の協同組合にかかわる人々の動 きを具体的に記述 ・分析 してい く素材
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を提供 す るため,ナ ン ロガ ・ナヴ ォサ協 同組合(Nadroga-Navosa Co-operative Union Limited)

の 事 例 を紹介 したい。 この事例 を取 り上 げ るの は,第 一 に,比 較 的多 くの資料が残 され てい る

の みな らず[LC 1949;LC 1950;LC 1951;LC 1953a;LC 1953b],活 動 当初 のめ ざ ましい成果 のた

め政府 か ら期待 を掛 け られ ていた協 同組 合で あったか らで ある[LC 1950:5;cf. O'10ughlin 1956]。

第 二 に,混 乱 か ら活動停 止 を余儀 な くされ た活動 履歴等 の点 で,後 の研 究者 に もこの時期 の協

同組 合の 問題 点 を体 現 す る もの と して着 目 され て いた節 が あるためで もあ る[cf. Spate 1959:

57;Singh 1960]。 つ ま りは,協 同組合導 入初期 の問題点 とされ た要素 の多 くを兼ね備 えてい ると

思 われ るか らであ る。
                               

 ナ ンロガ ・ナヴォサ協同組合 は1948年11月4日,4つ の協同組合 と2つ の未登録の協同組合
  くユヨ 

的 集 団が連携 して結成 され た[LC 1949:13]。 ヴ ィテ ィ レヴ島西部 ナ ンロガ ・ナヴ ォサ地 方,ナ

シガ トカ河流域の ヴナハル(Vunahalu)に 位 置す る同組合 は,フ ィジー人農家 を中間業 者か ら

解 放 し,会 員,非 会 員の生産物 を一括 して市場 へ と流 す な ど市場開拓 を斡旋 するこ とを主 たる

目的 とした。作物 の買い取 り手数料(会 員5%,非 会 員10%の 割 合)を 徴収 して,基 本的 に委

託べ 一スでの販売 を行 った。代 金 の前払 いは され なか った。取 り扱 われた作物は,ジ ャガ イモ,

米,ト ウモ ロコシ,ピ ーナ ッツ,タ バ コ,カ ヴ ァ,生 野菜,果 物 な ど広範 にわた り,1949年 度

末 までに7,995ポ ン ド(会 員5,441ポ ン ド,非 会 員2,555ポ ン ド)相 当の会計 を計上 した[LC 1950:

15]。 作 物 の種類 か ら分 か る ように,フ ィジーで従来取 り扱 われ るこ とが まれであった商品 も含

まれ ていた。

 海 外 市場 との取 引 も積極 的 に行 い,同 組 合 は1949年 に,海 外 か ら直接,ジ ャガ イモを買 い入

れ栽 培 したが,フ ィジー人 の協同組 合の 多 くが陥 る問題点 の ひ とつ とされて いた会計処理 に関

して も滞 りな く行 われて いた よ うであ る。 た とえば,買 い入れ に要 した590ポ ン ドの うち366ポ

ン ドは 自前で調達 し,224ポ ン ドは8ヶ 月2%の 利 率で借 り受 け した。後者 の借 入金 は,ジ ャガ

イモの収穫後,ロ ー ン代,利 子込 みで一括返 済 された。翌年 にな る と種 イモの輸 入費用 は全額

自前 でまかな えたほ どで あ った とい う 〔LC 1950:15]。

 1949年4月 か らは,地 方 の名産 品で あ る柑橘類 のニ ュー ジーラ ン ドへ の輸 出業 に も着 手 した。

もっ とも,期 待 とは裏腹 に,ニ ュー ジー ラン ドとの兼ね合 いで販 売が で きない年 もあ った。 ま

た,傷 ん だ商品 を輸 送 したため378箱 の うち161箱 が 生産物検 閲 官 に よって受 け取 り拒 絶の 目に

遭 うな ど不 手際が あ り[LC 1950:15],必 ず しも商売が順 調 に進 展 したわ けではなか った。

 そ の他 に国内市場 で もカヴ ァや タバ コな どが新 商品 と して有望 視 され た。 しか し,フ ィジー

人 の あいだ には,組 合 を通 じた売 買 を忌避 す る傾向 が強 く見 受 け られ た とい う[LC 1950:15]。

た びか さな る説得 の後 に ようや く協同組 合 を通 じた販売 へ と転 換す るよ うにな ったが,彼 らは

1週 間以上 の支払 い先延 ば しに抵 抗感 を もつ な ど,組 合 を通 じた取 引 に十分 な じむ には至 らな

か った とされ てい る[LC 1951:18]。
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 商慣習をめぐる問題点は,タ バ コの売買に関 してもみ られた。たとえば,フ ィジー人タバ コ

生産者は単位あたり1セ ン ト6ペ ンスで仲買業者 と取引 していたが,こ の業者は数 ヶ月後同 じ

タバ コを6セ ン トから12セ ント6ペ ンスで転売 していた。タバコ生産者にとって利益率の低い

このような状況を改善するため,協 同組合は,単 位あた り平均5セ ン トから6セ ントの価格で

の一括 した卸売 りを試みたのである。つ ま り,フ ィジー人タバ コ生産者が供給過剰な収穫期に

すべてのタバコを仲介業者に卸すのではな く,一 定期間貯蔵するなど流通の制御が推奨 された。

しかし,カ ヴァの場合 と同様,仲 介業者へ一括 して売却する傾向は,な かなかやまなかった と
       (14)
いう [LC 1951:18]。

 このように国内外 との取引を行 う組合活動は,試 行錯誤を経なが ら進展 した。一方,協 同組

合組織を運営する人材の不足や リーダーシップに関 しては,活 動開始当初か ら最後 まで未解決

のままであり続 けた。事実,ナ ンロガ・ナヴォサ協同組合が活動停止 に至 るの も,リ ーダーシッ

プの問題が主たる要因のひとつであった。以下では,リ ーダーシップに関わる側面をみていき

たい。

 活動当初 こそ,フ ィジー人が組合内部の組織運営 においては指導的立場についていたが,報

告書中に理由は記載されていないものの,協 同組合の運営はまもな くして暗礁 に乗 り上げた。

その後,フ ィジー人自身から要請されたこともあり,組 合運営は植民地政府の協同組合局に引

き継がれることになった。マーケッ トの支配人 として訓練を受けた組合局の野外補助員が運営
                               (15)
の任 にあた り,会 計役 はモ リス ・ヘッ ドス トローム(Morris Hedstrom)の シガ トカ支店が年

100ポ ン ドの契約で請け負った[LC 1950:15]。 植民地政府側 としては,政 府側や ヨーロッパ人の

人材を登用するのではなく,フ ィジー人みずからが協同組合の役職の担い手 として活躍するこ

とを希望 していた[cf. LC 1953a:16]。

 しか しながら,1950年 の終わり頃,リ ーダーシップをめ ぐる問題か らこの組合 は一気に崩壊

してい く。切 っ掛けは,首 都スヴァ(Suva)で 生活 していた若いが影響力のある同地方の首長

が,組 合の代表になり統制 ・管理を請け負 うと述べたことに始 まる。積極的な指導者を求めて

いた組合局側 は彼の登場を歓迎 したが,彼 は,理 由は定かでないが協同組合の経験がないに も

かかわらず訓練や実習を受けることを拒絶 したという[cf. LC 1953a:16]。 彼は,首 長である自

分が リーダーシップをふるうことを人々が勧めていると強 く主張す るのみならず,協 同組合の

や り方は非効率的,不 誠実でなおかつ慣習にそぐわないと語 り,最 終的には生産物の取引を拒

否 しはじめたという。また,多 くの人々が,暗 黙の内に首長の行動を支持 した という[cf. LC 1953

a:16]。

 以上の協同組合運営上の軋礫の解決 を断念 した協同組合監査官は,1951年7月 はじめか ら半

年にわたる協同組合の一時的停止を決定 した。この首長が,こ れまでの組合業務 を引 き継 ぐあ

らたな組合を組織することを期待 しての措置であった。ただ し,彼 が組合の立ち上げに失敗 し
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た場合 も想定 して,既 存の組織 も残 されていた[cf. LC 1953a:16]。

 ところが,首 長は,み ずからの組織 を立ち上げる努力をまった くせず,ま もな く丘陵地帯に

位置する村落へ と立 ち去った。対応に苦慮 した政府側は次善の策 として,協 同組合の業務が担

当可能な教育歴のある人材を同年12月 までにみつけ,協 同組合の活動が翌年から再開されるこ

とを望んでいた。 しか し,7ヶ 月経って も事態は好転 しなかった。結局,ナ ンロガ ・ナヴォサ

の地方行政府が業務 を引き受ける案が検討されるに至 り,フ ィジー人が運営する組合 としての,

ナ ンロガ ・ナヴ ォサ協同組合は,事 実上の消滅 を迎えた[LC 1953b:5]。

4 協同組合導入初期の問題点 とその解決への提案

 以上 において,フ ィジーにおける協同組合の導入過程 を,植 民地政府側及びフィジー人側の

双方の視点から検討 してきた。1947年 を分岐点 として,政 府側の既存の社会運動を汲み取る動

きもあれば,協 同組合 という枠組みを利用 しようとする人々,こ とにフィジー人の側からの働

きかけ もみ ることができた。同時に,政 府の期待 と協同組合数の増大にみられたフィジー人の

熱意 とは裏腹に,ナ ンロガ ・ナヴ ォサ協同組合の例で示 したように,導 入初期においては,協

同組合が必ず しも順調に展開 したわけで もないことが明らかになった。その理由 とは何か,以

下では,協 同組合導入初期の段階で遭遇 した問題点について,政 府の協同組合局側はいかに思

案 し,解 決策を模索 していたのかを検討 していきたい。

 まず確認す る必要があるのは,ナ ンロガ ・ナヴォサ協同組合の顛末 が,協 同組合制度のフィ

ジー社会への導入初期の時点において とりわけ珍 しい例でなかった点である[cf. Spate 1959:

56-57]。導入前の政府側の思惑と異な り,ま た人々の熱狂 と反比例 して,実 際の協同組合は順調

に展開 した とは必ず しもいえなかった。活動に熱心に取 り組むことと活動の成功 とは別の次元

であったのだ。

 組合導入初期,協 同組合法令が施行 された3年 後の1949年,協 同組合関係の報告書では,フ ィ

ジー人の協同組合の問題点として,以 下6点 がはや くも指摘された。①協同組合の目的や意義

に対するフィジー人の側の適切な理解の欠如,② 協同組合規則を理解するための教育水準の低

さと規則を軽視するフィジー人の性向,③ 協同組合を運営する委員会を担える人材 ことにフィ

ジー人の不足,④ 縁故主義など協同組合の経済的活動を阻害す るフィジー社会の内的要因の存

在,⑤ フィジー人の共同的な生活の存在は協同組合的な事業を展開させる有意義な媒体足 り得

なかったこと,そ して最後 に,⑥ 協同組合の役職保持者 による不誠実な行為の存在[LC 1950:3]

である。

 報告書の指摘 は,先 に触れた,ナ ンロガ ・ナヴォサ協同組合の活動上の問題点 とも一致 して

いる。協同組合 というある種の商業的な目的を前提 とす る機能集団が,伝 統的な指導者 と彼の

支持者の手によって引 きず り回され(④ ⑤),目 的が曖昧なまま(①),か っ教育を充分に受け
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た人々が少なかったため,組 合の運営 を担 う人材は最後 までみつけることがで きなかった(②

③)こ となどである。金銭上の横領(⑥)こ そ記録 されていないが,そ れ以外の要因は概ね該

当している。

 以上の6点 は,大 きくフィジー人は協同組合に関す る教育が不十分で(① ②③),フ ィジー人

の社会的要因(④ ⑤⑥)の ために,協 同組合 を適切 に運営することがで きていないと述べてい

るに等 しい。また,こ の両者 は協同組合 とい うあらたな制度の導入 に際 して起 きた問題点を

一 前者が制度を運営する主体の側の問題 として,後 者 は制度の進展を阻害す る社会的環境の側

に着 目している違 いはあれ一 フィジー人の側に求めているという点で同型的である。フィジー

人に内在する性質 として共同的なるものをみいだ して,そ のため,協 同組合 と親和性があると

判断 していた当初の政府の思惑は,こ の段階では転倒 して しまっている。以下では,こ とに後

者の,フ ィジー人の社会的システムの具体的にどういった側面が政府側に問題 とされたのかを

考察 していきたい。

 結論を先取 りす ると,協 同組合が実際に活動する際,協 同組合 に必要 とされ るような原理以

外の要素が,つ ねに活動のなかに入 り込むことを時の政府は問題 にしていた。 こうした協同組

合導入にまつわる阻害要因 と同定 された要素は,当 時の報告書では「伝統的な原理」 と表現さ

れていたのである。たとえば,1953年 の報告書では,フ ィジー人に形式的な協同組合の原理を

導入する際の問題点として,フ ィジー社会 において伝統的なるものとの経済的なるもの とが未

分化なままであることが指摘 されている。 さらに,家 父長制的で,権 威主義的な組織の性質が

フィジー人村落に著 しい影響力を及ぼ してお り,フ ィジー人には社会的忠誠心の方が経済的志

向よりずっと強いと報告書は述べている。協同組合の原理 ・実践 とフィジーの伝統的な社会的

政治的組織 の原理 ・実践 とが齟齬 をきたす結果,協 同組合活動にも阻害をもた らすというので

ある。表現 を変えると,フ ィジー人は協同組合的組織がそ もそも目的 とする経済的活動をそれ

自体 として組織することに不慣れであるというのである[cf. LC 1953:1]。 つ まり,フ ィジー人

は経済的な活動をそれ以外の社会的背景から切 り離すことができない と,政 府側が指摘 してい

るといえる。

 2つ の異なる領域の混同は,以 下のような混乱 も招いたという。 まず,フ ィジー人の多 くは,

協同組合を経済的な活動 という特定の限定 された目的をもつにす ぎない補助的組織 として理解

しなかった。彼 らにはむしろ協同組合 を村落の共同的なシステムに取 って代わることさえあ り

得る別の生活様式 とみなす傾向がみ られた という。た とえば,地 方のフィジー人行政官(Local

Fijian Administrative Officers)の なかには,協 同組合形成の活動を,従 来の村落 とは別に人々

の忠誠心 を要求するような,い わば村落 と競合するシステムを設立 しているのではないか疑 い

のまなざ しでみていた者がいた というし[LC 1953:1],ま た,行 政官の役 についているわけでは

ないフィジー人のなかにも,協 同組合 を,既 存のフィジー社会のあり方を脅かす存在 とみな し



116 南  方 文 化

て,反 発する者 さえいたという[LC 1953:8]。

 このように,フ ィジー人が協同組合 を既存の社会秩序に対するオールタナティヴな場 を提供

す る組織 としてみなす問題点の他にも,協 同組合の原理が果 たしてフ ィジー社会に受け入れら

れるのか否かという根本的な点まで次第に問題 とされはじめた。1950年 代の政府の協同組合局

の報告書では,首 長が結果 として組織 を掻 き回 したナ ンロガ ・ナヴ ォサ協同組合の例などを念

頭におきつつ,は や くも1951年 の段階で次のように結論づ けていた。いわ く,フ ィジー人は,

西洋的な協同組合の原理(責 任,業 務経営,一 人一票 という民主的原理を用いるなど,協 同社

会成員が権威を分有すること)を,フ ィジー人にとってのco・operations(1人 の人問への権力

の集中,成 員すべての資金を共同で管理すること)と して理解 して しまう。そのため,リ ーダー

シップについても,フ ィジー人は,｢判 断を下 し,一 般 に社会生活全般 を指導す るべ く1人 の人

物一多 くの場合議長一 の手に事態をゆだね｣て しまうという混乱を引 き起 こす ことになるとい

うのである。政府は,報 告書内で,こ うした問題 を解決するためには,フ ィジー人がフィジー

の伝統的なco-operativeの 発想かちその西洋的な概念へ と移行する必要があるが,移 行には何

年 もかかるであろうし,そ の実現は もっとも喫緊の仕事のひ とつであると分析 していた[LC

1951:6]。

 つまり,協 同組合制度に内在す る民主的原理や,社 会的な地位にかかわりな く利害を共有す

る者にのみ成員を制限することなどといった選択的な性質は,位 階性を備えたフィジーの村落

社会 にすみやかに受け入れ られていないという疑念があったのである[LC 1953:1]。 その結果,

フィジー社会の独裁的な性質 と協同運動の民主的な性質は,互 いにうまく折 り合いをつけるこ

とができない[LC 1953:8]と まで報告書に書かれるに至った。

 以上の ような問題点のために,か りに有能なフィジー人が存在 していたとして も,村 落政治

や嫉妬などを原因とす る横槍が協同組合の活動に入れ られて しまうというのである[LC 1953:

8]。｢フ ィジー人は,彼 ら自身の社会の奴隷であり,社 会的紐帯の束縛が破壊されない限 りは,

直接彼 ら自身のためになる利益 を追い求める時間さえ持つことはで きない｣と,露 骨にフィジー

社会 を批判する組合局の人まであらわれていた[LC 1953:7]。導入当初協同組合がフィジー人に

適 した制度 と考 えられてきたことと比べると,組 合 とフィジー人 との相性がまったく逆向きに

認識 されるようになったのである。

 問題点を解決するため,政 府 は,フ ィジー人の協同組合 に関する教育の必要性 と,組 合を導

入す る地域選定を慎重 に行 うよう示唆 した。前者については,フ ィジー人が生活する地方の村

落 にも頻繁に足 を運び,帳 簿の作成 を適切に行っているのか指導する必要性 を指摘 した。 さも

ない と,フ ィジー人はす ぐに協同組合組織への興味を失い,ビ ジネス経営 を放棄 し村落の慣習

によって経営するな ど,表 層的な満足 に浸 り,村 々を動 き回るのみで,長 期的な展望や組織の

改善を視野に入れて金銭 を蓄えるという傾向はほとんど見受けられない[LC 1953:7]と,報 告
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        (16)
書では指摘 していた。 フィジー人の教育が必要 とされたのは,端 的には人材育成のためであっ

た。当時,フ ィジー人の自発性の欠如や役職保持者の仕事であるはずの議事録の作成等々が政

府の組合局員に肩代わ りされているという現状 をまず改善す る必要があ り[LC 1951:6],ま た,

浪費的な金銭感覚,倹 約及び金銭への適切な配慮 などフィジー人の慣習的な側面に対する考慮

が必要 とされた[LC 1951:8]。この指摘 は,開 発 とい う目的を達成するための政府側の指針であ

るが,同 時に彼 らが抱 いていたフィジー人に対する他者像 に根拠 をおいてもいた。た とえば,

協同組合の事業の堅実な展開を達成するためには,「サプ システンスか ら完全な貨幣経済へ と転

化する過程が完全には達成 されていない」段階にあるフィジー人に とって,教 育は重要である

[LC 1951:9]と されてもいた。

 後者,地 域選定については,「協同組合の形成 を奨励することは,自 前での改善への確 たる衝

動をもった地域,そ してこの衝動への持続的で実際的な支持 を与える要素が コミュニテ ィのな

かにある地域へ と与えられ る」ことが求められた[LC 1953:2]。人々に働 く準備がで きていない

のであれば,ど んな組織であれうまくいかないというのである。

 この2点 を示唆 したうえで,協 同組合局は,フ ィジー人が協同組合 に段階的に適応 してい く

ことに期待を掛けていた。なぜなら,｢あ らたな秩序を強制的 に導入することで古い秩序 を完全

に取 り除こうと試みることは,不 可避的に有害な帰結 をもたらすことになるであろう」か らで

ある。フィジー人の首長に も平民が協同組合 を仕切ることを容認す る傾向が伺 え,伝 統的決 ま

りと西洋的なビジネスの基準 とを種別する能力を示すなど,徐 々にではあるが協同組合 に適応

する徴候 を示 しているという。ゆえに,｢決 め られた時にすべてのフィジー人が,ひ とまとまり

になって,あ らたな生活 と思想のあり方へ と移行するとい うのは想定できない。代 わ りに試験

的(pilot)な フィジー人の集団がここそこにあらわれ,彼 らは依然 として「修正 された共同的

システム』(modified communal system)の なかで生活 しているものの,比 較的啓蒙 されてい

ない人々へのあきらかな支えや道徳的な刺激 となるであろう」 と,協 同組合局は期待を掛 けて

いた。同時に個人主義的フィジー社会の成長 も肯定的な事柄 として指摘 された[LC 1953a:3]。

5 結 論一 シス テム の性 向 の もつ れ合 い

 フィジー社会の経済開発を推 し進め るために協同組合制度の導入が考案されたとき,そ の見

通 しに対 して楽観的な論調が支配的であった。「フィジー人は共同的生活 を経験 しているので,

協同社会の成長はすみやかで,記 録 をつける適切 な協同組合事務員を訓練する必要があるだけ

である」[LC 1953:1]と いうのである。政府側は,個 人主義的なイン ド人社会 とは異な り,「｢共

同的」 な制度をもともと持 っていたフィジー人に協同組合はな じみやすい制度であると想定 し

ていたのであった。

 導入当初 こそ協同組合の増加数は横這いであるがフィジー人の熱狂的な支持 に裏打 ちされ順
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調に登録数を増大 させていったことが統計から伺えるように,一 見すると,政 府側の思惑通 り

にことが進展 したかのようにもみえる。1954年 以降の報告書にも,ナ ンロガ ・ナヴォサ協同組

合ほどの問題 をはらんだ協同組合の例は報告 されていない。組合数の増加に比例 して活動の内

実が改善 したわけでは必ず しもないようであるが[cf. Knapman 1975],組 合 についての教育の

浸透などの結果,少 な くともフィジー人が次第に協同組合的な手続 きに適応 していった蓋然性

は高いと思われる。

 しか し,こ れまで記述 ・分析 してきたように,協 同組合 はことにその導入初期の時点では政

府側が予期 したほど円滑に機能 しておらず,こ のことは協同組合制度が当初 に想定に反 して,

フィジー社会に適合的ではないのではないかという疑問につながった。事実,当 初導入に際 し

て肯定的に働 くと期待 されていた,｢共 同的｣な 社会的制度 は,む しろ協同組合活動の足枷 とも

なっていると,政 府が後に考えを改めていることはこれまで論 じてきた通 りである。

 この ように整理 してみると,本 稿 の冒頭で取 り上げた,社 会的な制度それ自体,純 粋な形で

は存在せず,つ ねに特定の価値観が結びついているという指摘は示唆的であろう。プルデュー

の言葉を使 えば,特 定の経済組織が問題 な く運営されてい くためには,組 織 と噛み合 う人々の

性向が存在 しているのである[プ ルデュー1993]。 だからこそ,フ ィジーの協同組合の文脈でい

うと,政 府側 も「共同的」なフィジー社会には,集 団で活動する協同組合 という制度が適 して

いると判断 したのである。同様に,フ ィジー人の側の自己認識としても,フ ィジー人の組織 と

いうものは,西 洋人的=個 人主義的に運営 されている社会ではなく,対 照的に共同的な もの と

理解 していた節があることも指摘 した。それゆえにこそ,フ ィジー人の側 に熱狂的に受け入れ

られたのである。

 以上のような,協 同組合導入時の混乱を通 じて浮かび上がった経済開発に対する共同主義と

個人主義的 と要約 しうる理念の対立は,フ ィジー社会 を市場経済へ と適応 させることがより緊

急の課題 として浮上 してきた1960年 前後にも再度繰 り返 されることになる。フィジー人の開発

問題に関す る政府の調査報告書である1959年 のスペイ ト報告書[Spate 1959],及 び翌年上梓 さ

れたバーンズ報告書[Burns 1960]は,こ うした共同的な開発アプ ローチの流れか ら離れてフィ

ジーの伝統文化 による束縛 を緩和 し,個 人主義的企業家の育成 を通 じて近代的な発展に対応 し

てい く見解が打 ち出されていた[Lal 1992]。 しか し,両 報告書の,い わば個人主義的要素に着

目する開発へのアプローチは,1960年 代前後の時点においてさえ,フ ィジー人の文化にそぐわ

ないとして,こ とにフィジー人 自身の手によって,し ば しば批判の対象 とされているのである

[cf. Bole 1969;Lal 1992;Qalo 1997]。

 む しろわれわれが注 目したいのは,協 同組合導入初期の混乱が傍証 しているように,現 実的

には政府側の思惑や,フ ィジー人の側の自己認識 とは異なり,「共同的」 と「個人主義的」 とい

う二元的な対立では掬いきれない原理に基づいて,フ ィジー社会が組織 されている可能性であ
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る[cf. Spate 1959]。

 そ もそも,共 同主義的フィジー社会の像は,個 人主義的 と規定され る西洋社会 との対比的視

点か ら見いだされた表象であることを押さえてお く必要がある[Lawson 1991:109-111]。 また,

現実的に,フ ィジー人が共同的に行動する傾向や場面があったとして も,そ れが必ず しも経済

的活動 と直接関連 していたわけでもない[Spate 1959:5]。 た とえば,教 会建設など特定の 目的

のために村落民が一致団結することはあるが,こ うした協力のあ り方が生産活動の領域で活用

されることはなかった[Spate 1959:43]。 また組織的な側面をみてみても,強 制的に行われ る事

例 を除いては,家 族 より上位の社会組織の水準で共同 して経済活動 を行 うことはなかったとさ

れる [Spate 1959:5]。

 このようにフィジー人の社会組織 に関する知見 を組み込んで,こ れまでの論 旨を再度確認す

ると,4章 末尾で触れた試験的な共同性 を試みる集団の存在の出現が報告書で指摘 されている

ことは示唆的である。共同的なフィジー社会 とい う像が限定的な有効性 しか もちえない以上,

協同組合制度を導入するためには,制 度の側をフィジー社会に適合させ る必要 と,フ ィジー社

会 自体を制度の側 に歩み寄 らせ る双方向的な関係が配慮 されなければならないか らである。ブ

ルデューの表現 を使 うならば,協 同組合 という経済 システムを受容する際には,人 々がこれま

で培って きた「伝統的性向」に基づ き,人 々が「創意,工 夫」 することがさしあたり必要 とな

るのである。ナンロガ ・ナヴォサ協同組合の事例 も,た んなる協同組合導入初期の挫折の一例

ではな く,内 発的な開発を模索する人々が,協 同組合制度 という枠組みを流用 してみずか らが

所属する社会編成のあ り方を抜け出 し,よ りよき生活へ踏み出すための萌芽的な動 きであると

解釈できるのだ。
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註

(1)労 働プ ログラム とは,フ ィジー村落の労働細 目を制度 と して年間のスケジュールに組み立 てた

 ものである[Lasaqa 1984:98-103;Lal 1992:22-25]。

(2) ゾロ ・ウェス トとは古い地域の行政区分である。現在のナヴォサ近辺 に概ね相 当している。

(3) ギ ー とは油の一種。イン ド人が料理の際に,重 用 している。

(4)キ サ ン・サ ンは政治的見解の対立か ら後に,マ ハ ・サ ン(Maha Sangh)と2つ の組織 に分裂 し

 た。後者は別の協会 として登録 された。どちらも,協 同的事業 よりは,政 治活動に もっぱ らの関心

 を抱いていた という[Parham 1947:7]。

(5) カヴ ァとは胡椒科の植物で,フ ィジーではヤ ンゴナ(yaqona)と 呼 ばれる嗜好品の一種である。

 フ ィジーの諸々の儀礼実践 と場で必要不可欠な存在 となっている。

(6)以 上 の協同組合的組織は,ほ んの一例にす ぎない[Parham 1947:4-7]。

(7)ヴ ィティ・カンバニ運動 は,指 導者アポロシによって,1910年 代 前半 にレワ(Rewa)川 の 支流

域でフィジー人のバナナ生産者の協力を取 り付け,主 にヨーロッパ人で占められた中間業者 にフ ィ

 ジー人の参入を促 した運動である。彼 の活動はフィジー人か ら熱狂的に受け入れられたため,植 民

地政府の警戒 を招 き,政 府からの弾圧 も受けた。フ ィジーにおいてもっとも有名な宗教的社会運動
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 で ある。

(8)表1は,LC 1961か らLC 1966, PF 1971か らPF 1991及 びDC 1992, DC 1994に 基づ いて

筆者が再構成 した。協同組合の種類は年度ごとの項 目立てが統一されていないため,筆 者が適宜整

 理 したことを注記 しておきたい。 たとえば,1948年 か ら1952年 までは｢消 費者/流 通｣と いう項 目

 がな く,｢流 通｣と 一括表記 されている。その後,｢流 通｣の 項 目がみられな くなるが,1961年 以 降

 になると,両 者は別の範疇 として再度立項 されている。限定 されたデータではあるが,本 論の論述

 を追 う補助的データとして参考になろ う。1987年 か ら1989年 の統計データの欠落は,お そ らくフィ

 ジーのクーデタと関係 している。

(9)表2は,LC 1949か らLC 1966及 びPF 1971か ら筆者が再構成 した。

(10)政 府 の報告書内で用いられていた共同主義的 と個人主義の対立軸 を考 えるときに,興 味深いこ

 とに,太 平洋諸島民は共同主義的[LC 1959:2],イ ン ド人,ヨ ーロッパ人,中 国人が個人主義[LC

 1950:4]で あ ると,対 照的に把握 されていた。あるいは,対 照的に把握 されることで,よ り共同主

 義 的なフ ィジー人,太 平洋諸島民 と個人主義的なイン ド人,ヨ ーロッパ人,中 国人 という図式が明

 確 に形象化 されていったともいえよう。

(11)表3は,LC 1961か らLC 1966及 びPF 1971か らPF 1977に 基づいて筆者が再構成 した。

(12) 4つ の協同組合の名前は,シ ガ トカ河入植者協同組合(Sigatoka River Planters' Co-operative

 Society Limited),ナ シカワ協同組合(Nasikawa Co・operative Society Limited),テ ィ リヴァレ

 ヴ協同組合(Tilivalevu Co-operative Society Limited),ウ ル ニワイ協同組合(Uluniwai Co-opera-

 tive Society Limited)で あ る[LC 1949:13;LC 1950:15]。

(13) ビ リサ ウ(Bilisau)と タ ウ(Tau)と い う協同組合であった[LC 1949:13]。

(14) また,人 々の高 い要望か ら薪の流通 ・販売が試み られたが,輸 送費がか さみ利率が低いことか

 ら取引が うち切 られた[LC 1950]。 その他 にも,ト ウモ ロコシの売買がコロニアル製糖会社(CSR)

 との取引を中心 に行われた[LC 1951]。

(15)モ リス ・ヘ ッ ドス トロームは,1910年 代 から活動するフ ィジーで有名な企業である。卸売 ・小

売業 を主たる業務 としている。

(16)政 府 の報告書は,以 上の ようにフィジー人の性向 を批判す る論調が支配的であったが,わ ずか

 なが ら成功 した協 同組合の例 も指摘 されてい る。た とえば,フ ィジー東部島嗅部に位置す るラウ

 (Lau)な ど といった コブラ生産域での協同組合は,比 較的順調な発展をとげていったという指摘 も

存在 している[Knapman 1975:4-22]。 協 同組合局の報告書によると,こ うした成功の背景には,

 た とえば,コ ブ ラは,持 続的に生産可能で,収 穫物が腐敗 しないこと,ま た,流 通の側面でも回転

率が はや く,価 格 も高水準であったことが背景 としてあった とい う。さらに,コ ブラは帳簿の記載

が比較的に単純であったことも,フ ィジー人の性向に適 していた という[LC 1953:11]。
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n.d. n.d. Department of Co-operatives (Annual Report for the Year 1994.)
文 中 で は,LegislativeCouncil,Fiji(あ るい はLegislativeCouncilofFiji)はLC,Parliamentof

FijiはPF,と 記 す 。1992年 と1994年 の 年 次 報 告 書 に は 出 版 者 と出 版 年 の 記 載 が な か っ た た め,文 中 で
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は出版者DC,出 版年はそれぞれの報告年度を記載することにする。
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